
   横須賀市産学官交流センターへの大学等研究機関の入居に関する 

   要綱 

（目的） 

第１条 横須賀市産学官交流センター（以下「交流センター」という。）への 

大学等研究機関の入居については、この要綱の定めるところによる。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において「大学等研究機関」とは、大学等において情報通信 

技術及び情報通信技術を利用したサービスの研究開発、教育等を行っている

ものをいう。 

（面積の制限） 

第３条 大学等研究機関の入居に係る面積（以下単に「面積」という。）は、 

教員及び研究室の数にかかわらず、一大学等研究機関につき 300平方メート 

ル以下とする。 

（賃料等） 

第４条 交流センターの賃料及び共益費（以下この条において「賃料等」とい

う。）は面積１平方メートル１月につき 1,300円とし、専用部分の清掃費、

電気代等は、別途第７条第１項に規定する入居者が負担する。ただし、１部

屋に複数の大学等研究機関が入居している場合は、当該大学等研究機関の電

気代は市が負担することとする。 

２ 原則として、賃料等は、毎月、納入通知書をもって請求することとし、入 

 居者は当該納入通知書に記載してある期限までに予算決算及び会計規則（昭 

和39年横須賀市規則第43号）第40条に規定する公金取扱機関に納入するもの 

とする。 

３ 市長は、必要があると認めるときは、第１項の賃料等を減免することがで 

 きる。 

（入居期間） 

第５条 交流センターの入居の期間は、原則として３年とする。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、前項の入居の期間を延長することが 

 できる。 

（交流センター入居申請書） 

第６条 交流センターへの入居を希望する大学等研究機関は、横須賀市産学官 

交流センター入居申請書（第１号様式。以下「申請書」という。）を市長に 

提出しなければならない。ただし、市長が当該大学等研究機関と別途ＹＲＰ 

に係る覚書等を交わしている場合は、この限りでない。 



（入居の許可） 

第７条 市長は、申請書の提出を受けたときは、大学等研究機関が次の各号の

いずれかに該当するものかどうかを審査し、入居を許可するものとする。 

 (１ ) 横須賀市の情報通信技術推進に寄与する研究開発、教育等を行うもの 

 (２ ) 横須賀リサーチパークの発展に寄与する研究開発、教育等を行うもの 

２ 市長は、前項の規定により入居を許可したときは、横須賀市産学官交流セ 

 ンター入居決定通知書（第２号様式）により通知するものとする。ただし、 

 市長が特別の理由があると認めるときは、他のものによることができる。 

（入居者の義務） 

第８条  前条第１項の許可を受け、交流センターに入居した 大学等研究機関 

（以下「入居者」という。）は、名称や代表者等の申請書の記載事項に変更 

があったときは、横須賀市産学官交流センター入居者変更届（第３号様式） 

によりその旨を市長に届け出なければならない。  

２  入居者は、市長が必要と認める立入検査を受け、指示に従い、現況の報告 

 を求められたときは、速やかにこれに応じなければならない。 

（入居の継続） 

第９条  入居者は、第５条第２項に規定 する入居期間の延長を希望するとき  

 は、期間満了１月前までに横須賀市産学官交流センター入居更新申請書（第 

 ４号様式）を市長に提出しなければならない。 

（入居の取消し） 

第10条  市長は、次の各号のいずれかに該当する場合は、入居の許可を取り消 

すことができる。 

 (１ ) 当該施設の一部又は全部を申請書に記載した事業以外の用途に使用した 

  とき。 

 (２ ) その他入居を継続することが適当でないと認められるとき。 

（その他の事項） 

第11条  この要綱の施行について必要な事項は、経済部長が定める。 

   附  則  

この要綱は、平成15年４月１日から施行する。 

   附  則  

１  この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

２ この要綱施行の際、入居に係る面積が 300平方メートルを超える大学等研

究機関については、使用の目的、内容等に変更がない場合は、改正後の第３

条の規定にかかわらず、当該入居に係る面積を限度として入居することがで



きる。改正後の第５条第２項の規定により入居の期間を延長する場合も同様

とする。 

   附  則  

１  この要綱は、平成20年７月１日から施行する。 

２ この要綱施行の日から平成21年３月31日までの間、第４条第３項の規定に

基づき賃料等を免除している大学等研究機関については、使用の目的、内容

等に変更がない場合は、改正後の第４条第１項の規定にかかわらず、清掃費

を免除するものとする。 

   附  則  

 この要綱は、平成21年４月１日から施行する。 

   附  則  

１  この要綱は、令和３年２月１日から施行する。 

２ 横須賀市産学官交流センター入居大学等研究機関選定委員会設置要綱（平

成13年６月５日制定）は、廃止する。 

 



第１号様式（第６条関係）

　　　　年　　月　　日

（あて先） 横須賀市長

所　在　地
大学等研究機関 名　　　　称

代表者氏名

備　　　考

横須賀市産学官交流センター入居申請書

研究者名

専門分野

交流センターで
行う研究開発



第２号様式（第７条第２項関係）

　　　　　　　　年　　月　　日

所　在　地
大学等研究機関 名　　　　称

代表者氏名

横須賀市産学官交流センター入居決定通知書

横須賀市産学官交流センター 号室の使用を許可します。
使用にあたっては別紙入居規定と使用細則に従ってください。

横須賀市長 印



第３号様式（第８条第１項関係）

　　　　　　　　　年　　月　　日

（あて先） 横須賀市長

所　在　地
大学等研究機関 名　　　　称

代表者氏名

横須賀市産学官交流センター変更届

変更年月日

変更事項 変　更　前 変　更　後



第４号様式（第９条関係）

　　　　年　　月　　日

（あて先） 横須賀市長

所　在　地
大学等研究機関 名　　　　称

代表者氏名

備　　　考

横須賀市産学官交流センター入居更新申請書

研究者名

専門分野

継続入居を希
望する理由

継続入居を希
望する期間


